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独立行政法人国立公文書館の業務方法書の一部変更について 

 
平成２３年２月１０日 

 

１．趣 旨 

 

公文書等の管理に関する法律（平成 21 年法律第 66 号）の施行（同 23 年４

月１日施行）、同法附則による国立公文書館法（平成 11 年法律第 79 号）の改

正等に伴い、独立行政法人国立公文書館の業務方法書を変更する必要がある。 

 

 

２．主な変更事項 

 

公文書管理法の施行、同法附則による国立公文書館法の改正等を踏まえた

定義の変更、事項の追加等を行う。 

 

○定義の整理 

「歴史公文書等」の定義を変更し、「特定歴史公文書等」の定義を新設 

 

 ○追加事項 

  ・行政機関から委託を受けた行政文書の保存を追加 

  ・行政文書の管理状況に関する実地調査等を追加 

  ・歴史公文書等の保存及び利用に関する研修の対象に、独立行政法人等の

担当者等を追加 

 
○その他 

  ・独立行政法人国立公文書館有識者会議の廃止 

  ・文言の整理 等 

資料２－１ 
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独立行政法人国立公文書館業務方法書の変更新旧対照表 

 

変  更  後 現    行 

 

（業務運営の基本方針）  

第２条 館は、国立公文書館法（平成１１年法律第７９号。以下「法」

という。）及び公文書等の管理に関する法律（平成２１年法律第６

６号。以下「公文書管理法」という。）の趣旨を踏まえ、国及び独

立行政法人等の有するその諸活動を現在及び将来の国民に説明する

責務を全うするために、国民共有の知的資源である歴史資料として

重要な公文書その他の文書（以下「歴史公文書等」という。）の散

逸、消滅を防止し、一般の利用に供することが極めて重要であると

いう基本認識に立って、業務を行うものとする。  

 

（特定歴史公文書等の保存及び利用）  

第３条 館は、次の各号に掲げる業務を行うことにより、歴史公文書

等のうち、公文書管理法第８条第１項、第１１条第４項、第１４条

第４項の規定により移管されたもの、及び法人その他の団体（国及

び独立行政法人等を除く。）若しくは個人から寄贈され、又は寄託

されたもの（以下「特定歴史公文書等」という。）を永久に保存し、

及び保存に支障を生ずることのないよう配慮しつつ一般の利用に供

する。  

一 歴史公文書等を受け入れること。  

 

（業務運営の基本方針）  

第２条 館は、国立公文書館法（平成１１年法律第７９号。以下「法」

という。）の趣旨を踏まえ、歴史資料として重要な公文書その他の

記録（現用のものを除く。以下「歴史公文書等」という。）を国民

の共通の財産として継続的に後代に伝えるために、これら歴史公文

書等の散逸、消滅を防止し、一般の利用に供することが極めて重要

であるという基本認識に立って、業務を行うものとする。  

 

 

 

（歴史公文書等の保存及び利用）  

第３条 館は、次の各号に掲げる業務を行うことにより、歴史公文書

等を保存し、及び保存に支障を生じることのないよう配慮しつつ一

般の利用に供する。  

 

 

 

 

一 法第１５条第４項により国の機関から内閣総理大臣に移管さ
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二 くん蒸、修復その他保存するために必要な措置を講ずること。 

三 目録を作成し、及びこれをデータベース化すること。  

四 特定歴史公文書等の閲覧、写しの交付、貸出し及び展示を行う

こと。  

五 特定歴史公文書等を保存し、及び一般の利用に供するための施

設設備を適正に管理すること。  

六 その他特定歴史公文書等を保存し、及び一般の利用に供するた

め、適切な措置を講ずること。  

 

（行政機関から委託を受けた行政文書の保存） 

第４条 館は、行政機関からの委託を受けて、行政文書（公文書管理

法第５条第５項の規定により移管の措置をとるべきことが定められ

ているものに限る。）の保存を行う。 

 

（歴史公文書等の保存及び利用に関する情報の収集、整理及び提供）

第５条 館は、歴史公文書等の保存及び利用に関する情報の収集、整

理及び提供を行う。 

 

（歴史公文書等の保存及び利用に関する専門的技術的な助言）  

第６条 館は、歴史公文書等の保存及び利用に関する専門的技術的な

助言を行う。  

れた歴史公文書等（以下本条において「移管公文書等」という。）

を受け入れること。  

二 くん蒸、修復その他保存するために必要な措置を講ずること。 

三 目録を作成し、及びこれをデータベース化すること。  

四 移管公文書等の閲覧、複写、貸出し及び展示を行うこと。  

 

五 移管公文書等を保存し、及び一般の利用に供するための施設設

備を適正に管理すること。  

六 その他移管公文書等を保存し、及び一般の利用に供するため、

適切な措置を講ずること。  

 

 

 

 

 

 

（歴史公文書等の保存及び利用に関する情報の収集、整理及び提供） 

第４条 館は、国の機関が保管する歴史公文書等の保存及び利用に関

する情報を収集し、整理して、館が保管するものと併せて提供する。 

 

（歴史公文書等の保存及び利用に関する専門的技術的な助言）  

第５条 館は、国の機関が保管する歴史公文書等の保存及び利用に関

し、国の機関に対し専門的技術的な助言を行う。  
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２ 館は、公文書管理法第１４条第３項の規定による内閣総理大臣の

求めに応じ、内閣総理大臣に対し意見を述べる。 

 

（歴史公文書等の保存及び利用に関する調査研究）  

第７条 館は、歴史公文書等の保存及び利用に関する調査研究を行う。

 

 

（歴史公文書等の保存及び利用に関する研修）  

第８条 館は、歴史公文書等を適切に保存し、利用に供するために必

要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるため、国の機関及び

独立行政法人等の担当者等に対して研修を行う。 

 

（管理状況の報告、資料の徴収等）  

第１１条 館は、公文書管理法第９条第４項の規定による内閣総理大

臣の求めに応じ、行政機関の長に対し、行政文書の管理について、

その状況に関する報告若しくは資料の徴収又は実地調査を行う。 

 

（その他の受託業務）  

第１２条 館は、法第１１条第３項の規定に基づき、内閣総理大臣の

委託を受けて次の各号に掲げる業務を実施することができる。 

一 地方公共団体が保管する歴史公文書等の保存及び利用に関し、

当該地方公共団体の職員に専門的技術的な助言を行うこと。  

二 第８条に規定する研修に地方公共団体の職員を参加させるこ

２ 館は、法第１５条第３項の規定による内閣総理大臣の求めに応

じ、内閣総理大臣に対し意見を述べる。 

 

（歴史公文書等の保存及び利用に関する調査研究）  

第６条 館は、館又は国の機関が保管する歴史公文書等の保存及び利

用に関する調査研究を行う。 

 

（歴史公文書等の保存及び利用に関する研修）  

第７条 館は、館又は国の機関が保管する歴史公文書等の保存及び利

用に関し、館又は国の機関の担当者等に対して研修を行う。  

 

 

 

 

 

 

 

（公文書館法第７条の業務の受託）  

第１０条 館は、法第１１条第２項の規定に基づき、内閣総理大臣の

委託を受けて次の各号に掲げる業務を実施することができる。  

一 地方公共団体が保管する歴史公文書等の保存及び利用に関し、

当該地方公共団体の職員に専門的技術的な助言を行うこと。  

二 第７条に規定する研修に地方公共団体の職員を参加させるこ
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と。  

三 前各号に掲げるもののほか、地方公共団体の職員に公文書館の

運営に関する技術上の指導又は助言を行うこと。 

２ 館は、第４条に規定するもののほか、行政機関からの委託を受け

て、行政文書（公文書管理法第５条第５項の規定により移管又は廃

棄の措置をとるべきことが定められているものを除く。）の保存を

行うことができる。 

 

 

※この条削除。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と。  

三 前各号に掲げるもののほか、地方公共団体の職員に公文書館の

運営に関する技術上の指導又は助言を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

（有識者による会議）  

第１３条 独立行政法人国立公文書館長（以下この条において「館長」

という。）は、次の各号に掲げる事項について、館に置かれる有識

者による会議に諮ることとする。  

一 館が保管する歴史公文書等の一般の利用の制限に関する重要

事項  

二 前号の一般の利用の制限に対する不服の申出に関する事項  

三 その他館が保管する歴史公文書等の保存及び利用に関する重

要事項  

２ 前項の有識者は、公文書館制度及び行政、法律、歴史その他の識

見を有する者のうちから、館長が委嘱する。  

３ 前２項に定めるもののほか、有識者による会議に関し、必要な事

項は別に定める。  

４ 館長は、第２項の委嘱をしたとき及び前項の定めをしたときは、
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（細 則）  

第１５条 館は、この業務方法書に定めるもののほか、その業務の方

法に関し必要な事項について細則を定めることができる。 

 

 

附 則  

１ この改正は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ 独立行政法人国立公文書館有識者会議規程（平成１９年規程第４

号）は廃止する。 

 

内閣総理大臣に届け出るものとする。これを変更したときも同様と

する。  

 

（細 則）  

第１４条 館は、この業務方法書に定めるもののほか、その業務の方

法に関し必要な事項について細則を定めることができる。  

２ 前条第４項の規定は、前項の細則について準用する。 

 

 

 

 

※その他第４条、第１１条の追加による条の繰り下げ、及び現行第１３条の削除による条の繰り上げについては省略した。 
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独立行政法人国立公文書館業務方法書 

 

平成 13 年  4 月 1 日 適用 

改正 平成 13 年 11 月 30 日 適用 

改正 平成 19 年  4 月 1 日 適用 

改正 平成 23 年  4 月 1 日 適用 

(目 的) 

第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２８条

及び独立行政法人国立公文書館の業務運営並びに財務及び会計に関する内閣府令（平成

１３年内閣府令第１４号）第１条に基づき、独立行政法人国立公文書館（以下「館」と

いう。）の業務の方法について基本的事項を定め、もってその業務の適正な運営を図る

ことを目的とする。 

 

（業務運営の基本方針）  

第２条 館は、国立公文書館法（平成１１年法律第７９号。以下「法」という。）及び公

文書等の管理に関する法律（平成２１年法律第６６号。以下「公文書管理法」という。）

の趣旨を踏まえ、国及び独立行政法人等の有するその諸活動を現在及び将来の国民に説

明する責務を全うするために、国民共有の知的資源である歴史資料として重要な公文書

その他の文書（以下「歴史公文書等」という。）の散逸、消滅を防止し、一般の利用に

供することが極めて重要であるという基本認識に立って、業務を行うものとする。  

 

（特定歴史公文書等の保存及び利用）  

第３条 館は、次の各号に掲げる業務を行うことにより、歴史公文書等のうち、公文書管

理法第８条第１項、第１１条第４項、第１４条第４項の規定により移管されたもの、及

び法人その他の団体（国及び独立行政法人等を除く。）若しくは個人から寄贈され、又

は寄託されたもの（以下「特定歴史公文書等」という。）を永久に保存し、及び保存に

支障を生ずることのないよう配慮しつつ一般の利用に供する。  

一 歴史公文書等を受け入れること。  

二 くん蒸、修復その他保存するために必要な措置を講ずること。  

三 目録を作成し、及びこれをデータベース化すること。  

四 特定歴史公文書等の閲覧、写しの交付、貸出し及び展示を行うこと。  

五 特定歴史公文書等を保存し、及び一般の利用に供するための施設設備を適正に管理

すること。  

六 その他特定歴史公文書等を保存し、及び一般の利用に供するため、適切な措置を講

ずること。 
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（行政機関から委託を受けた行政文書の保存） 

第４条 館は、行政機関からの委託を受けて、行政文書（公文書管理法第５条第５項の規

定により移管の措置をとるべきことが定められているものに限る。）の保存を行う。 

 

（歴史公文書等の保存及び利用に関する情報の収集、整理及び提供）  

第５条 館は、歴史公文書等の保存及び利用に関する情報の収集、整理及び提供を行う。 

 

（歴史公文書等の保存及び利用に関する専門的技術的な助言）  

第６条 館は、歴史公文書等の保存及び利用に関する専門的技術的な助言を行う。  

２ 館は、公文書管理法第１４条第３項の規定による内閣総理大臣の求めに応じ、内閣総

理大臣に対し意見を述べる。 

 

（歴史公文書等の保存及び利用に関する調査研究）  

第７条 館は、歴史公文書等の保存及び利用に関する調査研究を行う。 

 

（歴史公文書等の保存及び利用に関する研修）  

第８条 館は、歴史公文書等を適切に保存し、利用に供するために必要な知識及び技能を

習得させ、及び向上させるため、国の機関及び独立行政法人等の担当者等に対して研修

を行う。 

 

（アジア歴史資料の情報提供）  

第９条 館は、「アジア歴史資料整備事業の推進について」（平成１１年１１月３０日閣

議決定）に基づき、館又は国の機関が保管するアジア歴史資料を電子情報の形で蓄積す

るデータベースを構築し、インターネット等を通じて情報提供を行うとともに、当該資

料の利用者の利便性向上に必要な調査等を実施する。 

 

（附帯業務）  

第１０条 館は、第３条から前条までに定める業務に附帯する業務として、広報活動、国

際交流、地方公共団体との交流等を行う。 

 

（管理状況の報告、資料の徴収等）  

第１１条 館は、公文書管理法第９条第４項の規定による内閣総理大臣の求めに応じ、行

政機関の長に対し、行政文書の管理について、その状況に関する報告若しくは資料の徴

収又は実地調査を行う。 
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（その他の受託業務）  

第１２条 館は、法第１１条第３項の規定に基づき、内閣総理大臣の委託を受けて次の各

号に掲げる業務を実施することができる。 

一 地方公共団体が保管する歴史公文書等の保存及び利用に関し、当該地方公共団体の

職員に専門的技術的な助言を行うこと。  

二 第８条に規定する研修に地方公共団体の職員を参加させること。  

三 前各号に掲げるもののほか、地方公共団体の職員に公文書館の運営に関する技術上

の指導又は助言を行うこと。 

２ 館は、第４条に規定するもののほか、行政機関からの委託を受けて、行政文書（公文

書管理法第５条第５項の規定により移管又は廃棄の措置をとるべきことが定められてい

るものを除く。）の保存を行うことができる。 

 

（業務の委託の基準）  

第１３条 館は、第３条から前条までに掲げる業務のうち、歴史公文書等の媒体等に係る

科学的調査、データベースシステムの構築等自ら実施することが効率的でないと認める

ものについて、次の各号に掲げる基準に従い、業務の全部又は一部の実施を委託するこ

とができる。  

一 受託者は、委託業務を適正に実施することができる者のうちから、次条に定める競

争入札その他の適切な方法で選定すること。  

二 業務の委託の範囲を明確に定めること。  

三 受託者との契約は、業務の委託の範囲、委託期間、委託業務遂行に当たっての留意

事項、受託者が法令、契約等で定められた義務に違反した場合の措置等につき定めた

書面により行うこと。 

 

（競争入札その他の契約に関する基本的事項）  

第１４条 館は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合においては、次項及び第

３項に規定する場合を除き、公告して申込みをさせることにより競争に付さなければな

らない。  

２ 契約の性質又は目的により競争に加わるべき者が少数で前項の競争に付する必要がな

い場合及び同項の競争に付することが不利と認められる場合においては、指名競争に付

すことができる。  

３ 契約の性質又は目的が競争を許さない場合、緊急の必要により競争に付することがで

きない場合及び競争に付することが不利と認められる場合においては、随意契約による

ことができる。  

４ 契約に係る予定価格が少額である場合においては、第１項及び第２項の規定にかかわ

らず、指名競争に付し又は随意契約によることができる。  
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５ 第１項又は第２項に規定する競争に付する場合においては、契約の目的に応じ、予定

価格の制限の範囲内で最高又は最低の価格をもって申込みをした者を契約の相手方とす

る。  

６ 契約の性質又は目的から前項の規定により難い契約については、同項の規定にかかわ

らず、価格及びその他の条件が館にとって最も有利なものをもって申込みをした者を契

約の相手方とすることができる。  

 

（細 則）  

第１５条 館は、この業務方法書に定めるもののほか、その業務の方法に関し必要な事項

について細則を定めることができる。 

 

附 則  

この業務方法書は、内閣総理大臣の認可を受けた日から施行し、平成１３年４月１日か

ら適用する。  

附 則  

この改正は、平成１３年１１月３０日から施行する。  

附 則  

この改正は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則  

１ この改正は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ 独立行政法人国立公文書館有識者会議規程（平成１９年規程第４号）は廃止す

る。 
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